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個人情報等取扱いに関する特記事項 

                         令和５年４月１日改正 

 

（基本的事項） 

第１条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処

理するための個人情報の取扱いに当たっては､個人情報の保護に関する法

律(平成１５年法律第５７号)、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律(平成２５年法律第２７号)、港区個人情報

の保護に関する法律施行条例（令和４年港区条例第５３号）及び港区議会

の個人情報の保護に関する条例（令和４年港区条例第６７号）を遵守し、

個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密保持等の義務） 

第２条 乙は、この協定により受託した事務に関して知り得た個人情報をみ

だりに他人に知らせてはならない。指定管理期間満了後又は取消後も同様

とする。 

２ 乙は、この協定により実施する管理運営業務に従事する者及び従事した

者にも、前項の義務を遵守させなければならない。 

（目的外利用等の禁止） 

第３条 乙は、この協定により実施する管理運営業務に係る個人情報を管理

運営業務以外の用途に利用してはならない。 

２ 乙は、この協定により実施する管理運営業務に係る個人情報を第三者に

提供し、又は譲渡してはならない。 

（再委託） 

第４条 乙は、この協定により実施する管理運営業務の一部を第三者に委託

する必要がある場合は、あらかじめ甲に通知し、承諾を得なければならな

い。 

２ 乙は、この協定により実施する管理運営業務について前項の規定により

第三者に委託する場合は、この協定により求められる安全管理措置と同等

の措置を講ずることができる事業者を委託先とし、この協定と同等の安全

管理措置を義務付ける委託契約を結ばなければならない。また、乙は委託

先に対して適切な監督を行い、甲の求めに応じて、その状況を報告しなけ

ればならない。 

３ 前２項の規定は、委託先が乙の子会社（会社法（平成１７年法律第８６

号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も同様と

する。 

（複写、複製等の禁止） 

第５条 乙は、この協定により実施する管理運営業務に係る個人情報を甲の

許可なく複写し、又は複製してはならない。 
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２ 乙は、この協定により実施する管理運営業務の範囲を越えて、個人情報

の加工、再生等をしてはならない。 

（個人情報の安全管理措置） 

第６条 乙は、個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の

安全な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（事故発生時等における報告及び対応の義務） 

第７条 乙は、個人情報の漏えいその他の個人情報の保護に関する事故が生

じたとき、又は生ずるおそれがあることを知ったときは、直ちに甲に通知

し、当該事故の解決に努めるとともに、遅滞なくその状況を書面をもって

甲に報告しなければならない。また、乙は、情報セキュリティにおいて問

題が発生した場合は、検査、セキュリティ監査等の実地調査に対応しなけ

ればならない。 

（返還及び廃棄の義務） 

第８条 乙は、この協定により実施する管理運営業務が完了したとき又はこ

の協定が解除されたときは、管理運営業務に係る個人情報を速やかに甲に

返還しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、当該個人情報を甲の指示に基づき廃棄

するときは、第三者の利用に供されることのないよう、電磁的記録媒体の

物理的な破壊、消去、溶解、裁断その他当該個人情報を判読不可能とする

ために必要な措置を講じなければならない。 

（契約の解除、公表措置及び損害賠償義務） 

第９条 甲は、乙が個人情報等取扱いに関する特記事項に掲げる義務に違反

し、又は義務を怠った場合は、この協定を解除することができる。 

２ 前項の場合において、甲は、その事実を公表することができる。 

３ 第一項の場合において、甲が損害を受けたときは、乙はその損害を賠償

しなければならない。指定管理期間満了後も同様とする。 

（監査・検査への協力等） 

第１０条 甲は、乙がこの協定により実施する管理運営業務の処理に伴う個

人情報の取扱いについて、個人情報等取扱いに関する特記事項に基づき、

必要な措置を講じていることを確認するため、乙に報告を求めることがで

きる。 

２ 甲は、乙に通知し、個人情報の管理状況について監査・検査を実施する

ことができる。委託先についても同様とする。  

 

（第１１条から第１６条までの条文は、「特定個人情報（※）」の取扱業務を

含む協定のみ） 

（特定個人情報管理体制の整備）  

第１１条 乙は、管理運営業務を統括管理する部署に特定個人情報保護管理

責任者を置き、管理運営業務を実行する部署に特定個人情報保護責任者を
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置かなければならない。 

（特定個人情報を取り扱う従業者の明確化） 

第１２条 乙は、特定個人情報を取り扱う従業者及びその役割を指定し、事

前に従業者名簿を甲へ提出しなければならない。 

（従業者への教育訓練及び監督）  

第１３条 乙は従業者に対して、管理運営業務を行うために必要な教育及び

訓練を実施し、継続的に監督するとともに、秘密保持契約を締結する等の

人的安全管理措置を講じなければならない。 

（持出しの禁止） 

第１４条 乙は、この協定により実施する管理運営業務に係る特定個人情報

を指定された区域から持出ししてはならない。 

（契約内容の遵守状況についての報告） 

第１５条 乙は、協定内容の遵守状況、特定個人情報の安全管理体制等を書

面で報告しなければならない。 

（安全管理措置の改善） 

第１６条 乙及び甲は、第９条に基づく監査・検査の結果及び前条に基づく

管理運営業務の遵守状況等についての報告を踏まえ、管理運営業務におけ

る特定個人情報の安全管理措置の改善要否を協議し、改善が必要と判断し

た場合は双方協力のうえ対応しなければならない。 

※「特定個人情報」とは、「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）」第２条第８項に規

定する特定個人情報をいう。 

 

（以下の条文は、該当する協定のみ） 

（電磁的記録媒体の保管） 

第１７条 乙は、この協定により実施する管理運営業務に係る個人情報を記

録した電磁的記録媒体を施錠して保管しなければならない。 

（電磁的記録媒体の搬送） 

第１８条 乙は、この協定により実施する管理運営業務に係る個人情報を記

録した電磁的記録媒体を持ち出す場合は、電磁的記録の暗号化処理又はこ

れと同等以上の保護措置を施し、専用ケース等に入れて施錠した上で、安

全対策を施して搬送しなければならない。 


